第6章 台湾
  台湾経済は東アジア諸国の中でも目覚しい発展を遂げた地域と考えられる。ここ20年間で、台湾の実質GDPの成長率は1982年と1985年の2年間のみ5％を下回ったものの、3％を下回ることはなかった（表6.1）。米ドル表示の一人あたり名目GDPは1980年にすでに2,000米ドルを超えており、下落することなく増加し続け、1997年には13,000米ドルを超えた。乳児死亡者数の少なさや出生時平均余命の長さ、就学率の高さが示すように、台湾は比較的高い生活水準を達成している。アジア金融危機に直面した1997～98年の台湾の比較的堅調な経済状況は、1998年12月の選挙において国民党（KMT）が勝利する大きな原動力となった。
  台湾は東アジア地域でも人口成長率が低く、1992年からは年率で1％以下である（表6.1）。労働力人口の成長もまた緩やかであり、ほとんど完全雇用状態にあると考えられる。産業構造はここ20年間でかなり変化してきた。就業者ベースでも生産ベースでも農業の割合はどんどん低下しており、1997年の時点では、就業者ベースでは10％以下、生産ベースでは3％以下に低下している。就業者ベースの製造業の割合は1987年に35％でピークに達し、近年は27～28％の間を変動している。生産ベースの製造業の割合は1986年に39％でピークに達し、近年では約28％に低下している。1980年代終わりから1990年代始めにかけて、台湾は次第にサービス業中心の産業構造になったと考えられる。就業者ベースでも生産ベースでも商業・ホテル業・飲食業、金融業、行政サービス、運輸・通信業の割合が高くなった。
  台湾経済の発展初期段階の最も注意すべき特徴は、その家計貯蓄水準の高さである。他の東アジア諸国と違い、台湾は総固定資本形成のほとんどを自国の国民貯畜から調達することが可能であった。その上、民間総固定資本形成の割合は1979～86年には低下傾向にあった（表6.1）。東アジア諸国のいくつかにおいては、1980年代終わりから1990年代始めにかけて、民間総固定資本形成が急激に増加したが、台湾ではむしろ1989年以降かなり安定的に推移した。このことを台湾経済の弱さと受け取る人もいるが、台湾は他の東アジア諸国よりも非効率的な投資計画を避けることに成功していると考えられており、民間投資が比較的に安定していたことはむしろプラスに評価されるべきであろう。民間最終消費支出の割合は、1987年の48％から近年は60％を超える水準に上昇している。政府最終消費支出の割合は1990～92年の17％から1996～97年の14％に低下している。これは、台湾経済の成熟を示すもう一つの指標であると考えられる。
  第二次石油ショック時に3年間インフレ率が2桁に上昇して以降、物価水準は非常に安定している（表6.1）。台湾の物価の安定は1983～92年のニュー台湾ドル（NTドル）の緩やかな増価の大きな要因となった。1992年以降、NTドルは1997年中頃にアジア通貨危機が起こるまで、比較的安定していた。しかし、NTドルは1997年にかなり弱くなり、対米ドルでほぼ20％下落した。一時は１米ドルあたり32.7 NTドルから34.5 NTドルにまで下落したが、1998年後半にはおよそ32.2 NTドルで安定している。1997年にはNTドルが減価したにもかかわらず、物価水準は比較的安定しており、GDPデフレータはほんの1.9％上昇しただけであった。しかしながら、1998年の物価はGDPデフレータでも消費者物価指数でも3％上昇すると予想されている。ただし、卸売物価は下落しており、他の東アジア地域で景気が落ち込んでいる影響から、1998年の輸入物価も大きく下落すると予想されている。
  台湾は1997年に6.8％で成長しており、これは東アジア地域では中国に次いで高い成長率であった。表6.1にあるように1998年はおよそ5％の成長が見込まれ、1999年は3.8から5.6％の範囲の成長が予測されている。景気減速の兆候は1998年に公式の成長予測が何度も下方修正されたことからも明らかである。成長率は1998年第2四半期の5.2％から第3四半期には4.7％へと減速し、第4四半期には4.6％へ減速すると予測されている。したがって、1998年のGDP成長率はかろうじて5％となるものの、年初の公式な予測である5.3％は下回る模様である。失業率は1997年の2.7％から1998年には3.0％に上昇しており、1999年はさらに上昇すると見られている。株価は1997年に到達したピークから大きく下落している。輸入と輸出はいくつかの推計によると1998年には大きく減少し、1997年の金額を9％下回るようである。1998年前半には輸出の成長率は-7％まで落ち込んでいる。普通、第4四半期は欧州や日本、米国から休日オーダーがあり輸出の成長は加速されるが、暫定値での輸出は10、11月に大きく減少している。これは、月次の数字では過去20年間で最大の減少である。これらの景気減速の兆候に対応して、台湾政府は投資と消費需要を刺激するための法案を可決した。この政策が成功すれば、台湾は1999年も少なくとも5％成長を続けるであろう。
  適度な財政刺激策と楽観的な民間最終消費・投資による需要により、生産の成長率はプラスに保たれてきた。その上、コンピュータとその関連設備の生産と販売は1998年にも成長し続けている (Asian Wall Street Journal, 14 September 1998, p.10)。一方、中央銀行の用心深い態度を反映して、金融政策は慎重なものであった。マネーサプライ（Ｍ２）の増加率は1997年と1998年にいくぶん鈍化し、1996年の9％強から8％になった。貸出金利は1996年の7.5％から1997年には7.7％に上昇し、1998年終わりには約8％となっている。台湾の銀行・その他金融機関のパフォーマンスは、全貸出に占める不良債権の割合が約4.4％であることから、比較的健全であると考えられる。中央銀行総裁によると、銀行は適正な比率を上回る11.4％の資本比率をもち、ほとんどの貸出は健全なものである。深刻な債権回収の問題も農業を対象に融資している中小金融機関に限られる。このように銀行は健全であるものの、不良債権比率は1993年の1.17％から1997年には3.8％、1998年中頃には4.4％と上昇しており、注意が必要である。近年、民間商業銀行は著しく増加しており、1991～97年に16の銀行が開業した。これらの銀行は現在全貸出の約15％を占めている。ムーディーズなどの国際的な格付け機関はこのような急速な商業銀行の増加を懸念して、台湾の格付けを引き下げる準備をしている。台湾の銀行・その他金融機関は4,200にも及ぶが、銀行の検査官は350とあまりにも少ない。したがって、台湾経済の金融の健全さを判断する際には注意が必要である。台湾政府は機関投資家に財政的優遇策を施し、株価を支えようとしてきた。しかし、このような市場への介入は株価に持続的な効果をもたらさず、意図したような結果は得られなかった。また、このような政策は台湾の金融市場改革の方向性に関して投資家を混乱させると考えられる。
  1997年と1998年に金融危機を経験した東アジア諸国とは対照的に、台湾は1980年代終わりから対GDP比は急速に低下したものの、依然として経常収支黒字を計上している。1996年にはいくぶん大きな経常収支黒字、対GDP比で4％を計上したが、1997年にはそれは半分になった（表6.2）。経常収支黒字の要因は商品貿易であり、利用可能な統計の全ての年において、輸出は輸入を上回っている。サービス収支は長期にわたって赤字であるものの、台湾は海外に大きな資産をもつ純債権国であり、所得収支は近年大幅な黒字となっている。
  台湾の貿易相手国に関しては、1980年代中頃から輸出市場として米国（そして日本）の比重が低下している。一方、近年、輸出は次第に中国を含む他のアジア市場にシフトしている。欧州向けの輸出についてはあまり伸びておらず、欧州9ヵ国の割合は1990～91年に16％を超えていたものが、近年では12～13％に低下している（表6.2）。 近年、香港・シンガポール向けの輸出割合は上昇し、25％を超えているが、この中には実際には中国向けの輸出が含まれていると考えられる。香港の輸入、再輸出に占める台湾・韓国と中国の割合の高さから、このことは確かめられる（第4章、表4.2）。このような輸出の多様化の傾向は、輸入についてはあまり明らかではない。輸入の約60％はいまだに日本、米国、欧州9ヵ国によって占められている。
  台湾の比較優位は製造業、とくに機械製品にあり、それを反映して1996～97年には機械製品の輸出が全体の商品輸出の半分を占めている（表6.2）。その他製品の輸出の割合は、台湾が労働集約的な財の生産から、より資本集約的なあるいは技術集約的な財の生産にシフトするにしたがい、どんどん低下した。化学製品の輸出の割合は上昇傾向にあり、1990年代始めに約4％であったものが近年では 約6％に上昇している。農業、その他の一次産品輸出の割合は1980年代始めには10％を超えていたが、現在では5％以下となっている。製造業における産業内貿易の進展により、輸入もまた機械製品に集中している。一次産品の輸入は台湾の貿易構造上、大変重要であり、近年ではその割合が18％を超えている。東アジア諸国の不況は台湾の貿易、国際収支にも影響をもたらしており、輸出も輸入も急激に減少している。金融・通貨危機によりアジアでは台湾の輸出に対する需要が落ち込み、製造業者に対する輸出注文も大きく減少した。1998年前半で中国への輸出は4.9％減少したと推計され、1998年の最初の8ヵ月で香港への輸出は8％以上減少した(Asian Wall Street Journal, 11-12 September 1998, p.3)。

  東アジア地域を越えたグローバルな貿易は、台湾に困難と機会をもたらしている。第一に、世界貿易機構（ＷＴＯ）によると、世界の輸出数量の成長率は1997年の10.6％から1998年には4.1％に低下している。欧州と北米、とくに米国の好況の持続により、台湾はなんとか1998年も輸出の水準を維持している。同時に台湾は純輸入品目である農産物や原材料、とくに石油価格の低下の恩恵を受けている。
  輸入は1997年に1996年のマイナス成長から回復した後で、1998年には減少している。輸入金額減少の原因の一部は輸入品を使用する比率の高い台湾の輸出志向製造業の不振にある。前述したように、商品輸入価格の下落もまた、輸入を減少させた。輸入の成長率の低下は輸出の成長率の低下よりも大きいので、他の全ての条件に変化がなければ、経常収支黒字は増加すると考えられる。1995～97年にはサービスの輸入が基本的に一定である一方で、サービスの輸出は上昇している。しかしサービス収支は、依然として台湾の経常収支における代表的な赤字項目である（表6.2）。金融自由化と資本の対外移動の規制緩和によって、今後、台湾居住者による海外旅行の支出は増加する可能性がある。台湾は日本と同様に、対外直接・証券投資が対内直接・証券投資を上回る純債権国である。台湾居住者がもつ海外資産からの所得は、1996年に減少したものの1997年には増加した。しかし、1998年には再び減少すると予想されている。対内証券投資は1997年にマイナスになっており、1990年代とは対照的である。台湾の対外債務は非常に小さく、その対GDP比はおそらく10％以下である。台湾は多額の外貨準備を有しており、1998年には85億米ドルと推計されている。台湾の外貨準備は短期債務の累計額をはるかに上回っており、このことが金融・通貨危機に陥った韓国、タイ、インドネシアと台湾の違いである。つまり、台湾は外国人投資家の投資ポジションをほとんど気にする必要がないと考えられる。
  台湾と日本との関係は政治的な面や安全保障の面で、大きな問題を抱えているが、経済関係でも同様にしばしば摩擦が生じている。日本と台湾の経済的な関係は、ほとんど台湾と世界との関係の反対である（表6.3）。台湾は、主な日本の輸出について輸入制限を課しているにもかかわらず（最近になってやっと緩和された）、日本に対して大幅な貿易赤字を計上している。対照的に、台湾は日本人の好む海外旅行先の一つであるので、サービス収支は黒字を計上している。台湾は近年、日本から健全な直接投資（FDI）を受け入れている。一方で、台湾人による日本に対するFDIの額はとても小さい。台湾における日本からの証券投資は近年変動している。日本の台湾に対するFDIからは1995～97年の間、堅調に利益が得られている。これは、他の東アジア諸国に対するFDIからの所得とは対照的であると思われる。
  台湾の日本との商品別貿易の構成から、台湾は機械製品、その他製品、化学製品の大きな輸入国であり、一方、農産物や原材料の輸出国であることが分かる（表6.3）。これは、表6.2で言及した台湾と世界との貿易とは逆の関係になっている。したがって、台湾の製造業部門における日本の多国籍企業の役割を国際貿易や生産、雇用の面から考察することは興味深い。
  台湾に関する重要な論点の一つは、いかに自国ブランドの製品を世界市場に売り出すことに成功したか、ということである。台湾は、パソコン産業や消費者志向の製造業（例えば、スポーツ用品）に関して、単なる製造工場から国産のブランド・ネームの開発へ移行することに成功してきた。この点についての台湾の経験と継続して国際的に競争力をもった商品を製造する能力は、今後とも研究を続ける価値のある問題である。台湾経済の直面している重要な問題は、WTOへの加入と中国大陸との困難な経済的・政治的関係である。台湾と中国の関係の改善は東アジア地域の重大な関心事である。台湾は東アジア諸国が深刻な金融・通貨危機に陥っているときにも政治的、経済的に安定していた。台湾の国内金融機関は、とくに銀行部門において、精密な検査を受けている。投資の分配において、より市場メカニズムに信頼を置き、サービスや農業部門における貿易や投資を解放する努力を続けることは、台湾が近い将来にWTOに加わるための好材料となるであろう。
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